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業務の適正を確保するための体制（内部統制システム） 

の一部改定に関するお知らせ 
 

 

当社は、平成 27 年５月 12 日開催の取締役会において、下記のとおり業務の適正を確保するための

体制の一部改定を決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 （下線部分を追加もしくは改定しております） 

 

 

 

記 
 

 
（１） 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

当社グループは、取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制を整備するために、常に「コンプライアンス・プログラム」・「杉田エース行動憲章」・「役

員規則」・「就業規則」の見直し・整備・充実に努め、その適切な維持・運用に努めると共に、取

締役は「取締役会」の審議を通じた他の取締役の職務執行に関する監視・監督を十分に行い、ま

た「賞罰委員会」制度の適切な維持・運営に努める。 
 

（２） 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 
当社グループは、取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制を整備するため 

に、常に「取締役会規程」・「内部情報管理規程」・「稟議規程」・「文書取扱規程」の見直し・整備・ 
充実に努め、その適切な維持・運営に努める。 

 
（３） 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

当社グループは、損失の危険の管理に関する規程その他の体制を整備するために、常に「経営 
危機管理規程」・「地 震・風水害被害対策規程」の見直し・整備・充実に努め、その適切な維持・ 
運用に努める。 

 



（４） 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
当社グループは、取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制を整備す 

るために、常に「組織規程」・「職務権限規程」・「業務分掌規程」の見直し・整備・充実に努め、 
その適切な維持・運用に努める。 
 

（５） 当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 
     ①  当社グループは、関連諸規程に基づき、グループ全体の管理を行うと共に、グループ全体の

適正な業務運営のための体制の整備に努める。また、当社の「内部監査室」は、定期的または

臨時に子会社の内部監査を実施し、グループ全体の内部統制の整備の推進に努める。 
   ② 当社グループは、グループのリスクについては、グループ全体で、リスクの把握・管理に努

め、グループ各社は、重大な危機が発生した場合には、直ちに当社へ報告し、当社は事案に応

じた支援を行うこととし、また、グループ各社は、各社ごとのリスク管理体制及び危機管理体

制を整備するものとする。 
   ③ 子会社管理について、当社における関係部署の体制と役割を明確にし、子会社を指導・育成 

します。 
   ④ 子会社の事業が適正に行われているかどうかについて、当社は定期的または臨時に報告を求 

めます。 
       
（６） 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事

項 
当社グループは、監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該 

使用人に関する事項を整備するために、監査役から補助使用人の設置を求められた場合は、その 
人数・地位について「取締役会」の決議をもって、これを定めることとする。 

 
（７） 前項の使用人の取締役からの独立性に関する事項 

当社グループは、前項の使用人の取締役からの独立性に関する事項を整備するために、同使用 
人に対する指揮命令・その報酬並びに異動の決定については、「監査役会」の権限とするものとす 
る。 

 
（８） 取締役及び使用人等及び子会社の取締役、監査役、使用人等が監査役等に報告をするための体

制並びに監査役への報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないことを確保すため

の体制 
当社グループは、取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に 

関する体制を整備するため、各社の監査役は各社の全ての「取締役会」に出席するものとする。 
また、当社の監査役は、定期的または臨時に、子会社への往査並びに同社の取締役・監査役及び

使用人との意見交換を実施することができるものとする。なお、当社並びに子会社の取締役・使

用人が監査役へ報告したことを理由として不利な取扱いを受けることはないものとする。 
 
 



（９） その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制並びにその職務の執行につ

いて生ずる費用等の処理の方針に関する事項 
当社グループは、その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制を整備す 

るため、監査役は適宜、公認会計士・弁護士等の外部専門家並びに「内部監査室」等の社内各部

署と自由に接触し、連携を図ることが出来るものとする。また、取締役は監査役による監査に協

力し、監査にかかる諸費用については、監査の実行を担保するべく予算を措置する。 
 
（10） 財務報告の信頼性を確保するための体制 
    当社グループは、金融商品取引法その他の関係法令に基づき、適正な会計処理を行い、財務報

告の信頼性を確保するため、関連諸規程類を整備すると共に、内部統制の体制整備と有効性向上

を図ることとする。 
 
（11） 反社会的勢力排除に向けた体制 
   当社グループは、社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力及び団体とは一切

関わりを持たず、また不当な要求に対しては組織全体として毅然とした姿勢で対応することとす

る。 
 
 
 

以上 


